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ごあいさつ
　平素は左藤章、並びに自民党にご支援、ご指導を賜り心より御礼申し上げます。
　未だかつてないコロナ禍での開催となった東京オリンピック・パラリンピックは、大きな混乱
もなく完遂され、選手の皆様の活躍には、私だけではなく多くの方が感動されたと思います。
　そのようななか、ウィズコロナにおいても国民の方々の安心と安全を守りながらコロナ前の
活力を取り戻すべく、ワクチン接種、治療薬の早期開発、医療体制の整備、そして経済対策
に引き続き全力で取り組んでいく所存です。
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詳細はこちら

自 民 党 の 取 り 組 み自 民 党 の 取 り 組 み
■ 防衛省・自衛隊による新型コロナ
　 ワクチン大規模接種会場設置

最新情報はこちら

■ 国から大阪府へ看護師を派遣

■ 新型コロナワクチン接種、
　 希望高齢者2回目ほぼ完了

最新情報はこちら

■ 新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金

最新情報はこちら

■ 雇用調整助成金の
　 特例措置等を12月末まで延長

概要はこちら

■ 低所得の子育て世帯に対する
　 子育て世帯生活支援特別給付金

出産を希望する世帯を広く支援するため、令和3年1月1日以
降に終了した治療を対象に、配偶者間の不妊治療に要する
費用の一部の助成を大幅拡充しました。

■ 不妊治療の助成大幅拡充！

拡 充 前
□ 所得期限 ： 730万円未満（夫婦合算の所得）
□ 助 成 金 ： 1回15万円（初回のみ30万円）
□ 助成回数 ： 生涯で通算6回まで（40歳以上43歳未満は3回）
□ 対象年齢 ： 妻の年齢が43歳未満

拡 充 後
□ 所得期限 ： 撤廃
□ 助 成 金 ： 1回30万円
□ 助成回数 ： 1子ごと 6回まで（40歳以上43歳未満は3回）
□ 対象年齢 ： 変更せず

きめ細かな教育実施のため、小学校の学級
編成標準の40人から35人への引き下げが
今年4月よりスタートしました。学級編成の標
準を一律に引き下げるのは、昭和55年以来、
約40年ぶりとなります。

概要はこちら

詳細はこちら

■ 小学校における35人学級の実現

■ GIGAスクールの実現・
　 小中学生1人1台タブレット支給

概要はこちら

■ 看護師・介護士・保育士の処遇改善、
　 そして更なる改善へ

■ 大和川の護岸強化・万博準備のインフラ
　 整備予算も確保

みなさん、自分にあった
料金プランを選べていますか？

■ 携帯電話料金の値下げ

9月1日、デジタル庁が発足しました。デジタル庁は、デジタル
社会形成の司令塔として、未来志向のDX（デジタル・トラン
スフォーメーション）を大胆に推進し、デジタル時代の官民の
インフラを今後5年で一気呵成に作り上げることを目指し、徹
底的な国民目線でのサービス創出やデータ資源の利活用、
社会全体のDXの推進を通じ、全ての国民にデジタル化の恩
恵が行き渡る社会を実現すべく、取組を進めてまいります。

■ 「デジタル庁」創設！

「デジタル庁」HPはこちら

日本は、2020年10月に、2050年カーボンニュートラルを目
指すことを宣言しました。そして、経産省が中心となり関係省
庁と連携して、産業政策・エネルギー政策の両面から成長が
期待される14の重要分野について実行計画「2050年カー
ボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定しました。

■ 2050年カーボンニュートラルに伴う
　 グリーン成長戦略

概要はこちら

■ 新型コロナウイルス感染症対策
最新情報はこちら概要はこちら


